
活動案内 137号2019年 9月令和1年

今月の予定

日誌

総務委員会広報部会ニュース・講演グループ
「医療用医薬品の販売情報提供活動に関するガイドライン」に係る研修会
常設委員会委員長会議
信頼性向上プロジェクト(MR教育研修検討チーム)
総務委員会総務部会
薬制委員会CTD-WG
薬価委員会(幹事会)
政策委員会実務委員会
再評価委員会(幹事会)
販売情報提供活動対応委員会
品質委員会(幹事会)
コンプライアンス特別研修会
理事会
薬制委員会(幹事会)
薬制委員会全体会議
総務委員会広報部会コミュニケーション広報戦略グループ会議
薬事関連委員連絡会
信頼性向上PJ常任委員会
くすり相談委員会
総務委員会広報部会(幹事会)
安全性委員会(幹事会)
薬価委員会(幹事会)
薬価委員会運営委員会
知的財産研究委員会
次世代新産業ビジョン発表会

日本ジェネリック製薬協会会議室
ベルサール八重洲会議室
日本ジェネリック製薬協会会議室
　　　　　　　〃
　　　　　　　〃
　　　　　　　〃
TKP大宮会議室
日本ジェネリック製薬協会会議室
　　　　　　　〃
　　　　　　　〃
　　　　　　　〃
品川プリンスホテル
　　　　　　　〃
日本ジェネリック製薬協会会議室
東京八重洲ホール会議室
日本ジェネリック製薬協会会議室
東京八重洲ホール会議室
　　　　　　　〃
　　　　　　　〃
日本ジェネリック製薬協会会議室
　　　　　　　〃
東京八重洲ホール会議室
　　　　　　　〃
　　　　　　　〃
ベルサール八重洲会議室

9月

2日
3日
5日
5日
6日
9日
10日
11日
12日
17日
18日
19日
19日
20日
20日
20日
24日
24日
25日
25日
26日
27日
27日
27日
27日

信頼性向上プロジェクト(MR教育研修検討チーム)
総務委員会広報部会ニュース・講演グループ
政策委員会実務委員会
薬価委員会(幹事会)
薬価委員会運営委員会
流通適正化委員会
薬制委員会(幹事会)
信頼性向上プロジェクト(文献調査検討チーム)
倫理委員会
政策委員会実務委員会
安全性委員会(幹事会)
薬価委員会(幹事会)
総務委員会広報部会コミュニケーション広報戦略グループ会議
総務委員会広報部会(幹事会)

日本ジェネリック㈱会議室
日本ジェネリック製薬協会会議室
　　　　　　　〃
東京八重洲ホール会議室
　　　　　　　〃
新大阪ブリックビル会議室
日本ジェネリック製薬協会会議室
　　　　　　　〃
　　　　　　　〃
東京八重洲ホール会議室
メルパルク大阪会議室
日本ジェネリック製薬協会会議室
　　　　　　　〃
新大阪丸ビル別館会議室

８月

1日
5日
6日
6日
6日
19日
21日
22日
23日
23日
27日
27日
28日
30日

門の活動に対する責任者に対して必要な助言を行わせます。

　販売情報提供活動の担当部門・担当者は、業務を適切に行うために必要な手順書を作成し、業務記録（販

売情報提供活動において口頭で説明等を行った内容の 記録を含む。）を作成し、適切に保管させることが

必要です。　

　また、厚生労働省、関係自治体や PMDA から販売情報提供活動に関係する資料の提出を求められた場

合には、販売情報提供活動の資材等に加えて手順書や業務記録を提出すること等により、活動状況を速や

かに報告させること、及び苦情処理では販売情報提供活動について苦情を受け付ける外部から認識可能

な窓口を設けるとともに、苦情があったときは、販売情報提供活動監督部門において迅速に事実関係を調

査し、必要な措置を講じさせることが必要となります。

5.　未承認薬・適応外薬等に関する情報提供

　未承認薬・適応外薬及び国内では認められていない用法・用量に関する情報提供について、医療関係者

または医療関係者以外の国民、患者やその団体から求めがあった場合の提供の際には、下記①～⑧に掲げ

る条件を全て満たす必要があります。

　①通常の販売情報提供活動とは切り分けて提供すること。

　②情報提供する内容は、要求内容に沿ったものに限定し、情報提供先は要求者に限定すること。

　③医療関係者・患者等から情報提供を求められていないにもかかわらず、求められたかのように装わな

　　いこと。

　④提供する情報は、虚偽・誇大な内容であってはならず、科学的・客観的根拠に基づき正確なものでなけ

　　ればならないこと。また、情報提供にあたっては、要約、省略、強調等を行わないこと。

　⑤医薬品製造販売業者等による関与があった試験研究の結果やそれに基づく論文等を提供する場合に

　　あっては、当該試験研究が 「医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令」若しくは「臨床研究法」又

　　はこれらに相当するものにより適切に管理されたものであること。

　⑥副作用の危険性が高まることや、臨床試験において有意差を証明できなかったこと等、ネガティブな

　　情報についても適切に提供すること。

　⑦情報提供する医療用医薬品の効能・効果、用法・用量等が承認を受けていないことを明確に伝える

　　こと。

　⑧経緯、提供先、提供内容等、情報提供に関する記録を作成し保管すること。

6.　関連団体における対応

　関連団体は、会員企業における遵守状況を把握する仕組みを構築し、会員企業に対して必要な指導や助

言を行い、会員企業から独立性を有する者が含まれる担当委員会を設置し、会員企業における遵守状況の

結果等を踏まえ検討し、結果を公表する必要があります。

参考

【日本ジェネリック製薬協会の対応】

5.　未承認薬・適応外薬等に関する情報提供

　簡易懸濁法、粉砕時の安定性等に関する情報提供については、医療関係者が必要とする情報であること

に鑑み、現在当局、関連団体で検討中であり、今後の成り行きも含めて留意する必要があります。

6.　関連団体における対応

　当協会では、10月より販売情報提供活動対応委員会が対応にあたる予定です。
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